
(57)【要約】

【課題】  移動体と、その移動体の動的変位を計測する

光学式レーザ変位計とを有する変位量計測装置におい

て、移動体の移動量の計測可能変位範囲が広く、しかも

移動体の所定時間毎の移動距離（変位量）の計測分解能

の高い変位量計測装置を提案する。

【解決手段】  移動体と、その移動体に取付けられ、そ

の移動体の移動方向に対し所定の傾きを有する傾斜面Ｕ

を備えた傾斜ジグ１と、その傾斜ジグ１の移動に伴う傾

斜面Ｕとの間の距離を所定時間毎に計測する光学式レー

ザ変位計２と、移動体のある点から他の点への移動に伴

って、光学式レーザ変位計２によって計測された、所定

時間毎の傾斜面Ｕとの間の各隣接する距離の差分を算出

し、その各差分に、傾斜面の所定の傾きに応じた比例係

数を掛けて、移動体の所定時間毎の変位量を算出する演

算手段７とを有する。



【特許請求の範囲】

【請求項１】  移動体と、

該移動体に取付けられ、該移動体の移動方向に対し所定

の傾きを有する傾斜面を備えた傾斜ジグと、

該傾斜ジグの移動に伴う上記傾斜面との間の距離を所定

時間毎に計測する光学式レーザ変位計と、

上記移動体のある点から他の点への移動に伴って、上記

光学式レーザ変位計によって計測された、上記所定時間

毎の上記傾斜面との間の各隣接する距離の差分を算出

し、該各差分に、上記傾斜面の上記所定の傾きに応じた

比例係数を掛けて、上記移動体の上記所定時間毎の変位

量を算出する演算手段とを有することを特徴とする変位

量計測装置。

【請求項２】  自由落下の可能な重錘と、

床面上に位置する（又は上記重錘に取付けられた）供試

体と、

上記重錘に取付けられ、該重錘の落下方向に対し所定の

傾きを有する傾斜面を備える傾斜ジグと、

該傾斜ジグの移動に伴う上記傾斜面との間の距離を所定

時間毎に計測する光学式レーザ変位計と、

上記重錘のある点から他の点への移動に伴って、上記光

学式レーザ変位計によって計測された、上記所定時間毎

の上記傾斜面との間の各隣接する距離の差分を算出し、

該各差分に、上記傾斜面の上記所定の傾きに応じた比例

係数を掛けて、上記重錘の上記所定時間毎の変位量を算

出する演算手段とを有することを特徴とする落下式衝撃

試験装置の変位量計測装置。

【請求項３】  移動体と、

該移動体に取付けられ、該移動体の移動方向に対し所定

の傾きを有する傾斜面及び上記移動体の移動方向と平行

な平面を備える傾斜ジグと、

該傾斜ジグの移動に伴う上記傾斜面との間の距離を所定

時間毎に計測する第１の光学式レーザ変位計と、

上記傾斜ジグの移動に伴う上記平面との間の距離を上記

所定時間毎に計測する第２の光学式レーザ変位計と、

上記移動体のある点から他の点への移動に伴って、上記

第２の光学式レーザ変位計によって計測された、上記所

定時間毎の上記平面との間の各距離と、該各距離にそれ

ぞれ対応する、上記第１の光学式レーザ変位計によって

計測された、上記所定時間毎の上記傾斜面との間の各距

離との間の差を算出し、該各差の隣接するもの同士の差

分を算出し、該各差分に、上記傾斜面の上記所定の傾き

に応じた比例係数を掛けて、上記移動体の上記所定時間

毎の変位量を算出する演算手段とを有することを特徴と

する変位量計測装置。

【請求項４】  自由落下の可能な重錘と、

床面上に位置する（又は上記重錘に取付けられた）供試

体と、

上記重錘に取付けられ、該重錘の落下方向に対し所定の

傾きを有する傾斜面及び上記重錘の移動方向と平行な平

面を備える傾斜ジグと、

該傾斜ジグの移動に伴う上記傾斜面との間の距離を所定

時間毎に計測する第１の光学式レーザ変位計と、

上記傾斜ジグの移動に伴う上記平面との間の距離を上記

所定時間毎に計測する第２の光学式レーザ変位計と、

上記重錘のある点から他の点への移動に伴って、上記第

２の光学式レーザ変位計によって計測された、上記所定

時間毎の上記平面との間の各距離と、該各距離とそれぞ

れ対応する、上記第１の光学式レーザ変位計によって計

測された、上記所定時間毎の上記傾斜面との間の各距離

との間の差を算出し、該各差の隣接するもの同士の差分

を算出し、該各差分に、上記傾斜面の上記所定の傾きに

応じた比例係数を掛けて、上記重錘の上記所定時間毎の

変位量を算出する演算手段とを有することを特徴とする

落下式衝撃試験装置の変位量計測装置。

【発明の詳細な説明】

【０００１】

【発明の属する技術分野】本発明は変位量計測装置及び

落下式衝撃試験装置の変位量計測装置に関する。

【０００２】

【従来の技術】落下式衝撃試験装置は、床面上の供試体

に落下する重錘によって衝撃が加えられるか、又は、重

錘に取付けられ、重錘と共に落下して床面に衝突して衝

撃を受けた供試体の変形量に応じた衝撃エネルギーの算

出が主たる目的であるが、その際、重錘が自由落下し、

床面上の供試体に接触を開始し、その重錘の衝撃負荷に

よって、供試体が重錘の衝撃エネルギーを吸収して変形

し、遂には、重錘が落下を停止するまでの間における、

重錘の所定時間毎の落下量、即ち、変位量と、重錘の加

速度（又は供試体に負荷された荷重）とを計測する必要

がある。

【０００３】以下に、図８を参照して、落下式衝撃試験

装置及びその落下式衝撃試験装置で使用される従来の変

位量計測装置について説明する。先ず、落下式衝撃試験

装置について説明する。図８Ａは、重錘が所定高さ位置

に固定されている状態を示し、図８Ｂは重錘の負荷用金

具が供試体に接触を開始した後、重錘が８０ｍｍ自由落

下して供試体を衝撃し、供試体が変形して、重錘の落下

が停止した状態を示す。図８Ａ、Ｂにおいて、Ｗは重錘

で、その両側の直動軸受けＢａ、Ｂｂを介して、枠体

（フレーム）ＦＬの壁Ｋａ、Ｋｂのそれぞれ中央部に、

上下に延在する如く取付けられた一対のレールＲａ、Ｒ

ｂに案内されて、上下に移動し得るように取付けられて

いる。重錘Ｗの下面には、負荷用金具ＬＫが取付けられ

ており、この負荷用金具ＬＫの供試体ＴＰに衝突する側

の形状を種々選択することによって、供試体ＴＰの形

状、材質等に応じて、供試体ＴＰに対する衝撃負荷の与

え方を種々選択することができる。

【０００４】図示を省略するも、重錘Ｗと同様の直動軸

受けを介して一対のレールＲａ、Ｒｂに案内されて上下
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に移動する懸垂部に、重錘Ｗが懸垂され、その懸垂部は

ワイヤロープの一端に取付けられ、そのワイヤロープが

巻き取り器に巻き取られ、その巻き取り器がモータによ

って回転駆動され、これによって重錘Ｗが上下に移動可

能とされる。そして、重錘Ｗの懸垂部による懸垂が解除

されると、重錘Ｗが自由落下するようになされている。

又、図８Ｂに示す如く、後述する変形された供試体ＴＰ

上にある重錘Ｗを、懸垂部に懸垂させ、モータによって

ワイヤロープを巻き取ることによって、重錘Ｗを元の停

止位置まで持ち上げることができる。

【０００５】次に、落下式衝撃試験装置における従来の

変位量計測装置を説明する。枠体ＦＬ内の床面ＦＬ上の

壁Ｋｂに近い部分に、重錘Ｗの下面との間の距離を、所

定時間毎に計測する光学式レーザ変位計ＤＭが取付けら

れる。この光学式レーザ変位計ＤＭの原理については、

本発明の実施の形態の具体例の説明ところで、図４を参

照して説明する。この光学式レーザ変位計ＤＭは、最大

変位量（最長距離）２００ｍｍの測定が可能で、測定分

解能は０．５ｍｍ、応答速度が０．９ｋＨｚである。そ

して、実際には、重錘Ｗの負荷用金具ＬＫの下面が供試

体ＴＰの頂面に接触したときの重錘Ｗの下面の位置と、

図８Ｂに示す如く重錘Ｗが落下して供試体ＴＰに衝突し

て停止したときの重錘Ｗの下面の位置との間の変位（距

離）ｄ間において、変位計ＤＭの重錘の下面との間の距

離を、（１／９００）sec 毎に計測する。この場合、重

錘Ｗは、供試体ＴＰに対する衝突によって、変形しない

ものである。

【０００６】次に、図９を参照して、図８における変位

計測装置の回路を説明する。この変位計ＤＭ（２）によ

る所定時間毎の距離（変位量）を、変位量／信号電圧変

換器（コントローラ）４に供給して信号電圧に変換し、

その信号電圧をメモリ６内のＡ／Ｄ変換器に供給してデ

ジタル信号電圧に変換した後、メモリ６に記憶する。最

大変位量２００ｍｍが信号電圧１０Ｖに対応するところ

から、メモリ６に記憶されたデジタル信号電圧を、コン

ピュータ７によって、単位電圧当たりの変位量２０（ｍ

ｍ／Ｖ）を計算し、これを比例係数とする。そして、変

位計２によって、ある変位量が検出されたら、それに応

じた変位量／信号電圧変換器４よりの信号電圧をメモリ

６内のＡ／Ｄ変換器によってデジタル化した後、メモリ

６に記憶させる。コンピュータ７では、メモリ６より読

出されたデジタル信号電圧に比例係数を掛ければ、元の

変位量が得られる。又、重錘Ｗの供試体に対する衝撃負

荷に伴うその他の計測器による計測出力も、メモリ６に

供給されてデジタル化した後記憶されると共に、その他

の計測器の計測出力に基づいて、重錘Ｗが自由落下し

て、供試体に接触を開始する時点を検出するが、これら

については、図１の本発明の実施の形態の具体例の変位

量計測装置の説明のところで記述するものとし、ここで

の説明は省略する。

【０００７】次に、図９の従来の変位計測装置の計測動

作を説明する。光学式レーザ変位計２によって、重錘Ｗ

との間の距離（変位量）を所定時間毎に計測し、これを

変位量／信号電圧変換器（コントローラ）４によって、

信号電圧に変換し、その信号電圧を、メモリ６内のＡ／

Ｄ変換器によって、試験条件の重錘Ｗによる試供体ＴＰ

に対する衝撃負荷速度を考慮した任意のサンプリング間

隔（例えば、１０μsec 即ち、クロック周波数で表現す

れば、１００ｋＨｚ）で、Ａ／Ｄ変換を行いながら、同

一時刻のサンプリングデータとして、１チャンネル当た

り最大４ワードまで、メモリ６に記憶する。コンピュー

タ７によって、以下の演算を行い、その演算結果を、表

示装置８やプリンタ９に出力する。即ち、メモリ６から

読出されたデジタル信号電圧に、単位電圧当たりの変位

量２０（ｍｍ／Ｖ）のデジタル値を掛け算して、変位量

データを算出し、その各変位量データの隣接するもの同

士で差分を算出することによって、重錘Ｗの所定時間毎

の落下距離、即ち、変位量を算出するができる。

【０００８】次に、図６における従来の変位計測装置に

よる経過時間（×１０-3sec ）に対する変位量の階段状

の特性について説明する。図９の従来の変位量計測装置

によって計測したデータは、重錘の自由落下によって供

試体に負荷を与える衝撃速度の初期値が１０ｍ／sec の

場合では、光学式レーザ変位計の応答速度が０．９ｋＨ

ｚ（ｓ-1）であるから、１０ｍ÷９００ｓ-1＝０．０１

１１ｍ／sec ＝１１．１ｍｍ／sec となり、１１．１ｍ

ｍ／sec の間隔に１点の変位量を検出することになる。

変位計は次のサンプルで新たな検出を行うまでは、前回

検出した値を継続して出力し続ける。メモリ６に記憶さ

れる変位データは、メモリ６内のＡ／Ｄ変換器によるサ

ンプリング時間を１０μsec ｛クロック周波数で表すと

１００ｋＨｚ（ｓ-1）｝とすると、１００ｋＨｚ／０．

９ｋＨｚ＝１１１．１となり、変位計がある時点を検出

した後、次の点を検出するまでの継続した出力信号を約

１１１点同一データとしてメモリ６に記憶することとな

る。

【０００９】図６から分かるように、変位計の応答速度

範囲内（０．９ｋＨｚ以下）の検出では、分解能が０．

５ｍｍであっても、負荷速度の条件が今回の試験の場合

の１０ｍ／sec では、検出できる測定範囲は１１．１ｍ

ｍとなるため、実質の測定精度は、応答速度に制約され

た１１．１ｍｍとなってしまう。試験において、実際に

計測される変位データは、大きな変化として重錘が順次

効果していくことによる減少傾向の値となるが、細部で

は不規則に振動しながら変化しており、１００点以上の

間隔では、その測定結果の中間を補間して利用すること

に無理がある。又、最大測定量２００ｍｍの測定量に対

して、１１ｍｍ程度の分解能で計測することが自体が、

実用的ではない。

【００１０】
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【発明が解決しようとする課題】かかる点に鑑み、本発

明は、移動体と、その移動体の動的変位を計測する光学

式レーザ変位計とを有する変位量計測装置において、移

動体の移動量の計測可能変位範囲が広く、しかも移動体

の所定時間毎の移動距離（変位量）の計測分解能の高い

ものを提案しようとするものである。

【００１１】又、本発明は、自由落下の可能な重錘と、

床面上に位置する供試体（又は重錘に取付けられた供試

体）と、重錘が落下して供試体に接触を開始してから

（又は重錘に取付けられた供試体が床面に接触を開始し

てから）、重錘の衝撃によって供試体が変形し終わるま

での重錘の動的変位を計測する光学式レーザ変位計とを

有する落下式衝撃試験装置の変位量計測装置において、

重錘の移動量の計測可能範囲が広く、しかも重錘の所定

時間毎の落下距離（変位量）の計測分解能の高いものを

提案しようとするものである。

【００１２】

【課題を解決するための手段】第１の本発明による変位

量計測装置装置は、移動体と、その移動体に取付けら

れ、その移動体の移動方向に対し所定の傾きを有する傾

斜面を備えた傾斜ジグと、その傾斜ジグの移動に伴う傾

斜面との間の距離を所定時間毎に計測する光学式レーザ

変位計と、移動体のある点から他の点への移動に伴っ

て、光学式レーザ変位計によって計測された、所定時間

毎の傾斜面との間の各隣接する距離の差分を算出し、そ

の各差分に、傾斜面の所定の傾きに応じた比例係数を掛

けて、移動体の所定時間毎の変位量を算出する演算手段

とを有するものである。

【００１３】

【発明の実施の形態】第１の本発明は、移動体と、その

移動体に取付けられ、その移動体の移動方向に対し所定

の傾きを有する傾斜面を備えた傾斜ジグと、その傾斜ジ

グの移動に伴う傾斜面との間の距離を所定時間毎に計測

する光学式レーザ変位計と、移動体のある点から他の点

への移動に伴って、光学式レーザ変位計によって計測さ

れた、所定時間毎の傾斜面との間の各隣接する距離の差

分を算出し、その各差分に、傾斜面の所定の傾きに応じ

た比例係数を掛けて、移動体の所定時間毎の変位量を算

出する演算手段とを有する変位量計測装置である。

【００１４】第２の本発明は、自由落下の可能な重錘

と、床面上に位置する（又は重錘に取付けられた）供試

体と、重錘に取付けられ、その重錘の落下方向に対し所

定の傾きを有する傾斜面を備える傾斜ジグと、その傾斜

ジグの移動に伴う傾斜面との間の距離を所定時間毎に計

測する光学式レーザ変位計と、重錘のある点から他の点

への移動に伴って、光学式レーザ変位計によって計測さ

れた、所定時間毎の傾斜面との間の各隣接する距離の差

分を算出し、その各差分に、傾斜面の所定の傾きに応じ

た比例係数を掛けて、重錘の所定時間毎の変位量を算出

する演算手段とを有する落下式衝撃試験装置の変位量計

測装置である。

【００１５】第３の本発明は、移動体と、その移動体に

取付けられ、その移動体の移動方向に対し所定の傾きを

有する傾斜面及び移動体の移動方向と平行な平面を備え

る傾斜ジグと、その傾斜ジグの移動に伴う傾斜面との間

の距離を所定時間毎に計測する第１の光学式レーザ変位

計と、傾斜ジグの移動に伴う平面との間の距離を所定時

間毎に計測する第２の光学式レーザ変位計と、移動体の

ある点から他の点への移動に伴って、第２の光学式レー

ザ変位計によって計測された、所定時間毎の平面との間

の各距離と、その各距離にそれぞれ対応する、第１の光

学式レーザ変位計によって計測された、所定時間毎の傾

斜面との間の各距離との間の差を算出し、その各差の隣

接するもの同士の差分を算出し、その各差分に、傾斜面

の所定の傾きに応じた比例係数を掛けて、移動体の所定

時間毎の変位量を算出する演算手段とを有する変位量計

測装置である。

【００１６】第４の本発明は、自由落下の可能な重錘

と、床面上に位置する（又は重錘に取付けられた）供試

体と、重錘に取付けられ、その重錘の落下方向に対し所

定の傾きを有する傾斜面及び重錘の移動方向と平行な平

面を備える傾斜ジグと、その傾斜ジグの移動に伴う傾斜

面との間の距離を所定時間毎に計測する第１の光学式レ

ーザ変位計と、傾斜ジグの移動に伴う平面との間の距離

を所定時間毎に計測する第２の光学式レーザ変位計と、

重錘のある点から他の点への移動に伴って、第２の光学

式レーザ変位計によって計測された、所定時間毎の平面

との間の各距離と、その各距離とそれぞれ対応する、第

１の光学式レーザ変位計によって計測された、所定時間

毎の傾斜面との間の各距離との間の差を算出し、その各

差の隣接するもの同士の差分を算出し、その各差分に、

傾斜面の所定の傾きに応じた比例係数を掛けて、重錘の

所定時間毎の変位量を算出する演算手段とを有する落下

式衝撃試験装置の変位量計測装置である。

【００１７】〔発明の実施の形態の具体例〕以下に、図

５を参照して、落下式衝撃試験装置について説明する。

図５Ａは、重錘が所定高さ位置に固定されている状態を

示し、図５Ｂは自由落下して重錘のの下面に取付けられ

た負荷用金具が、供試体に対する接触を開始した状態

（このときの重錘Ｗの初期速度は、例えば、１０ｍ／se

c である）を示し、図５Ｃは重錘の負荷用金具が供試体

に接触後、８０ｍｍ自由落下して、供試体を衝撃し、供

試体の変形が終了した状態を示す。図５Ａ、Ｂ、Ｃにお

いて、Ｗは重錘で、その両側の直動軸受けＢａ、Ｂｂを

介して、枠体（フレーム）ＦＬの壁Ｋａ、Ｋｂのそれぞ

れ中央部に、上下に延在する如く取付けられた一対のレ

ールＲａ、Ｒｂに案内されて、上下に移動し得るように

取付けられている。重錘Ｗの下面には、負荷用金具ＬＫ

が取付けられており、この負荷用金具ＬＫの供試体ＴＰ

に衝突する側の形状を種々選択することによって、供試
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体ＴＰの形状、材質等に応じて、供試体ＴＰに対する衝

撃負荷の与え方を種々選択することができる。

【００１８】図示を省略するも、重錘Ｗと同様の直動軸

受けを介して一対のレールＲａ、Ｒｂに案内されて上下

に移動する懸垂部に、重錘Ｗが懸垂され、その懸垂部は

ワイヤロープの一端に取付けられ、そのワイヤロープが

巻き取り器に巻き取られ、その巻き取り器がモータによ

って回転駆動され、これによって重錘Ｗが上下に移動可

能とされる。そして、重錘Ｗの懸垂部による懸垂が解除

されると、重錘Ｗが自由落下するようになされている。

又、図５Ｃに示す如く、後述する変形された供試体ＴＰ

上にある重錘Ｗを、懸垂部に懸垂させ、モータによって

ワイヤロープを巻き取ることによって、重錘Ｗを元の停

止位置まで持ち上げることができる。

【００１９】重錘Ｗは、例えば、ステンレス鋼やアルミ

ニウム合金等の材料から構成され、例えば、８００ｍｍ

×２５０ｍｍの矩形の平板形状を有する。この重錘Ｗに

付加錘を取り付けることにより、全体の重量を増加させ

ることができる。

【００２０】ＴＰは、枠体ＦＬ内の床面ＦＬ上に取付け

られた供試体である。供試体ＴＰとしては、板、パイプ

等の単純な形状のものの他に、航空機の構成要素自体、

又は、その模型等の複雑な形状のものもあり、又、その

材質も金属、複合材料等である。

【００２１】そして、図５Ｂに示すように、重錘Ｗが自

由落下して、重錘Ｗの下面に取付けられた負荷用金具Ｌ

Ｋが供試体ＴＰに接触を開始してから、図５Ｃに示すよ

うに、重錘Ｗが供試体ＴＰに衝突して、その供試体ＴＰ

の変形が完了して、重錘Ｗの落下が停止するまでの間の

重錘Ｗの所定時間毎の移動量（変位量）を、光学式レー

ザ変位計ＤＭが傾斜ジグＳＪの斜面との間の距離（水平

方向の距離）のを所定時間毎に計測し、それを演算する

ことによって得るようにしている。

【００２２】尚、重錘Ｗの下面に直接又は取付け金具を

介して供試体を固定し、重錘Ｗ及び供試体の自由落下に

よって、供試体を床面に衝突させ、重錘Ｗの慣性力で供

試体に衝撃荷重を与えるようにしても良い。この場合

は、床面上に図５と同様の負荷用金具を取付けて、床面

が供試体与える衝撃負荷の与え方を、その負荷用金具の

形状によって、種々選択することができる。

【００２３】重錘Ｗは、上下の移動方向に対し垂直な平

面内のガタは微小なもので、最大でも０．０２ｍｍであ

る。重錘Ｗのガタ分による傾斜ジグ１の傾斜面ｕ及び垂

直面ｖと間の変位計２、３によって計測される距離への

影響の検討を行ったところ、重錘Ｗが図５において、横

方向（水平方向）（図２のｙ方向）のみに移動した場合

は、傾斜面ｕ及び垂直面ｖがフラットであるため、傾斜

面ｕのｙ軸方向（図２参照）の測定に補正を行う必要は

ないことが分かった。重錘Ｗがｘｙ平面内で回転した場

合、重錘Ｗのｙ軸方向の長さは約９００ｍｍであるのに

対し、ガタ分は角度の補正であり、傾斜面ｕのｘ軸方向

の測定に対するガタ分の影響はｘ方向の純粋なガタ分に

比較して、遙に小さな値となり、無視し得る程度であ

る。このため、傾斜面ｕのｘ軸方向の測定に対するガタ

分は、ｖ面のｘ軸方向のガタ分のみ補正を行えば十分で

あることが分かった。尚、上述のｘｙ軸と直交する方向

をｚとする。

【００２４】次に、図５を再び参照して、落下式衝撃試

験装置における本発明の実施の形態の具体例の変位量計

測装置を説明する。重錘Ｗの前面の直動軸受Ｂｂの近く

に、重錘Ｗの落下方向に沿う傾斜ジグＳＪを取付けると

共に、枠体ＦＬ内において、この傾斜ジグＳＪの傾斜面

及び垂直平面の変位を計測する光学式レーザ変位計ＤＭ

を固定部に取り付ける。

【００２５】次に、図１を参照して、図５における変位

計測装置の回路を説明する。重錘Ｗに取り付けられた傾

斜ジグ１（ＳＪ）（図１の紙面に垂直な方向に下降す

る）の傾斜面Ｕとの間の距離及び垂直面（垂直平面）Ｖ

との間の距離を、各別の光学式レーザ変位計ＤＭ（２、

３）によって各別に計測する。これらの変位計２、３に

よる計測値である所定時間毎の距離（変位量）を、変位

量／信号電圧変換器（コントローラ）４、５に供給し

て、信号電圧に変換し、その信号電圧をメモリ６内のＡ

／Ｄ変換器に供給してデジタル信号電圧に変換した後、

メモリ６に記憶する。メモリ６に記憶されたデジタル信

号電圧は、コンピュータ７によって、最大変位量２００

ｍｍが信号電圧１０Ｖに対応するところから、単位電圧

当たりの変位量２０（ｍｍ／Ｖ）を計算する。

【００２６】又、重錘Ｗの供試体に対する衝撃負荷に伴

うその他の計測器による計測出力も、メモリ６に供給さ

れてデジタル化した後記憶されると共に、その他の計測

器の計測出力に基づいて、重錘Ｗが自由落下して、供試

体に接触を開始する時点を検出するが、これらについて

は、後述する。

【００２７】次に、図１の具体例の変位量計測装置の計

測動作を説明する。光学式レーザ変位計２、３によっ

て、傾斜ジグ１（ＳＪ）の傾斜面Ｕ及び垂直面Ｖとの間

の距離（変位量）を各別に、同じ所定時間毎に同時に計

測し、これを変位量／信号電圧変換器（コ、ントロー

ラ）４、５によって、信号電圧に変換し、その信号電圧

を、メモリ６内のＡ／Ｄ変換器によって、試験条件の重

錘Ｗによる試供体ＴＰに対する衝撃負荷速度を考慮した

任意のサンプリング間隔（例えば、１０μsec 即ち、ク

ロック周波数で表現すれば、１００ｋＨｚ）で、Ａ／Ｄ

変換を行いながら、同一時刻のサンプリングデータとし

て、１チャンネル当たり最大４ワードまで、メモリ６に

記憶する。

【００２８】コンピュータ７によって、メモリ６から読

出された所定時間毎のデジタル信号電圧に、単位電圧当

たりの変位量２０（ｍｍ／Ｖ）のデジタル値を掛け算し
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て変位量データを得、その各対応する変位量データの差

を求め、各差の隣接するもの同士で差分を求め、これに

重錘Ｗの落下方向、即ち、鉛直方向に対する傾斜面Ｕの

傾きに応じた比例係数を掛け算することにより、重錘Ｗ

の所定時間毎の落下距離（移動距離）、即ち、変位量を

得ることができる。この重錘Ｗの所定時間毎の変位量

が、表示装置８及びプリンタ９に出力される。

【００２９】次に図２を参照して、傾斜ジグ１の形状を

説明する。この傾斜ジグは２個のブロックＢＬｕ、ＢＬ

ｖが一体化されたものと考えることができる。一方のブ

ロックＢＬｕは変位計２によって変位が計測される傾斜

面（傾斜平面）Ｕを有すると共に、その傾斜面Ｕの下端

には直方体形状の横長の突出部Ｐが設けられている。Ｌ

ｕは、変位計２による変位計測軌跡を示し、傾斜面Ｕの

中心線と一致している。他方のブロックＢＬｖは直方体

形状を有しており、変位計３によって変位が計測される

垂直面（垂直平面）Ｖを有する。Ｌｖは変位計３による

変位計測軌跡を示し、垂直面Ｖの中心線と一致してい

る。傾斜面Ｕは垂直面Ｖに対しある角度（これをθとす

る）だけ傾いている。

【００３０】傾斜ジグＳＪ（１）のｚ軸方向（図２に示

す如く、垂直面Ｖの中心線の方向に等しく、頂面と直角

な方向）が、重錘Ｗの落下方向と一致するように、傾斜

ジグＳＪ（２）が、その傾斜面Ｕ及び垂直面Ｖの形成さ

れている部分の反対側の面、即ち、背面において図５に

示す如く、重錘Ｗに取付けられる。

【００３１】図５Ｂに示す如く、重錘Ｗが自由落下し

て、供試体ＴＰに接触を開始したとき、図２に示す如

く、傾斜ジグ１の垂直面Ｖ上の変位計測軌跡Ｌｖ及び傾

斜面Ｕ上の変位計測軌跡Ｌｕと、ｚ方向の高さがＺｓ

（基準高さ）となる直線Ｚｓとの各交点Ｖｓ、Ｕｓにお

ける変位計３、２により計測された変位量の差が－３ｍ

ｍであり、その後重錘Ｗ  ２００ｍｍ下がって、傾斜ジ

グ１の垂直面Ｖ上の変位計測軌跡Ｌｖ及び傾斜面Ｕ上の

変位計測軌跡Ｌｕと、ｚ方向の高さがＺｅとなる直線Ｚ

ｅとの各交点Ｖｅ、Ｕｅにおける変位計３、２により計

測された変位量の差が＋３ｍｍとなるように、傾斜面Ｕ

の左辺、垂直面Ｖの右辺及びブロックＢＬｕの頂面（垂

直面Ｖと直交した平面）（尚、ブロックＢＬｖの頂面も

ブロックＢＬｕの頂面と同じ平面に属する）の一辺から

なる垂直面Ｖと直交する三角形Δの辺ｈを６ｍｍと定め

ると、変位計３、２によって計測された変位量の差－

３．０ｍｍを計測してから、変位量の差＋３ｍｍを計測

するまでの変位量の差６ｍｍ（＝Ｌ）が、重錘Ｗの移動

量２００ｍｍに相当することが分かる。

【００３２】そして、傾斜ジグ１の垂直面Ｖ上の変位計

測軌跡Ｌｖ及び傾斜面Ｕ上の変位計測軌跡Ｌｕと、ｚ方

向の高さがＺｍとなる直線Ｚｍとの各交点Ｖｍ、Ｕｍに

おける変位計３、２により計測された変位量の差がｈｍ

であったとすると、重錘Ｗの移動量は、次の数１の式で

求められる。この演算は、コンピュータ７によって行わ

れる。

【００３３】

【数１】（Ｚｍ－Ｚｓ）＝｛ｈｍ－（垂直面Ｖのｘ方向

のガタ）｝／６×２００（ｍｍ）

【００３４】傾斜面Ｕの下端側に設けた突出部Ｐについ

て説明する。突出部Ｐは幅が傾斜面Ｕの幅と同じで、高

さＬ0 （＝０．００２ｍｍ）、奥行きがｈ0 の直方体で

ある。この突出部Ｐの高さＬ0 が通過する時間を、図６

の如くＳとすると、突出部Ｐの両エッジ間の平均速度

は、Ｌ0 ／Ｓ＝０．００２ｍｍ／Ｓとなる。

【００３５】次に、図３を参照して、傾斜ジグ１のブロ

ックＢＬｕの断面形状、即ち、傾斜面ｕの断面形状を説

明する。但し、図３では、図面を見易くするためにハッ

チングを省略している。図３Ａは図２に示した傾斜ジグ

のブロックＢＬｕの断面を示しており、傾斜面Ｕの断面

は直線である。ｈｍ′は、傾斜面Ｕ及び垂直面Ｖのｚ軸

方向の高さがＺｍの部分のブロックＢＬｕの厚みを示

す。ｈ2 はブロックＢＬｕの頂面の厚みを示す。ｈ

1 は、傾斜面Ｕの下端におけるブロックＢＬｕの厚みを

示す。Ｌは傾斜面Ｕのｚ軸方向の高さを示す。Ｌｍは、

基準の高さＺｓを０としたときのｚ軸方向の高さがＺｍ

の部分の高さを示し、これは重錘Ｗの移動量に相当す

る。このＬｍは、次の数２の式のようにして求められ

る。

【００３６】

【数２】Ｌｍ＝ｈｍ′／（ｈ2 －ｈ1 ）

【００３７】図３Ｂは、傾斜面Ｕの断面を２本の折れ線

にて構成した場合である。この場合、２本の折れ線が交

わる点におけるブロックＢＬｕの厚みをｈ3 とし、その

厚みがｈ2 の部分の傾斜面Ｕのｚ軸方向の高さをＬ1 、

ＬからＬ1 を差し引いた高さをＬ2 とする。尚、図３Ｂ

には、Ｌの文字は記入されていない。その他の寸法は、

図３Ａと同じである。かくすると、高さがＬ1 及びＬ2 

の部分の範囲におけるＬｍは数３の式によって与えられ

る。図３Ｂの場合は、移動体の移動量が遅い場合に、移

動体の移動量の主要な移動部分の精度を、残りの部分の

精度より高く測定する場合に好適である。

【００３８】

【数３】

Ｌ1 の範囲：Ｌｍ＝ｈｍ／（ｈ3 －ｈ1 ）×Ｌ1

Ｌ2 の範囲：Ｌｍ＝ｈｍ／（ｈ2 －ｈ3 ）×Ｌ1

【００３９】図３Ｃは、傾斜面Ｕの断面を曲線（円弧、

放物線、多項式曲線等）にて構成した場合である。この

場合のＬｍは、曲線の数式の係数を代入して算出する。

図３Ｃの場合は、移動体の移動量が曲線（円弧、放物

線、多項式曲線等）的に変化する場合に好適である。こ

の場合は、傾斜ジグというより、曲面ジグとなる。尚、

図３Ｂ、Ｃは、参考として示したものである。

【００４０】次に、図４を参照して、図１の具体例の変
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位計測装置における光学式レーザ変位計２、３の具体的

構造を説明する。入力端子１１よりの駆動信号が駆動回

路１２を通じて、半導体レーザ１３に供給されて、その

半導体レーザ１３が駆動される。半導体レーザ１３より

のレーザ光は投光レンズ１４を通じて集光させてピンホ

ール状にし（例えば、直径が０．００１ｍｍ以下）、基

準位置を中心として変位測定範囲内にある測定対象物１

５に照射する。測定対象物１５からの反射レーザ光は受

光レンズ１６を通じて集光させて光位置検出素子１７に

入射する。この光学式レーザ変位計は、三角測量の原理

を用いて、測定対象物１５の基準位置に対する位置が検

出され、その位置検出信号が増幅回路１８を通じて、出

力端子１９に出力される。この光学式レーザ変位計は、

測定対象物の微小な変位量を、高精度に、高速度の応答

性を以て計測することができる。

【００４１】図４における、光学式レーザ変位計の端面

から基準位置までの長さは、光学式レーザ変位計の機種

に応じて異なるが、具体例の場合は３０ｍｍであるの

で、光学式レーザ変位計が図２の傾斜ジグの傾斜面Ｕの

変位計測軌跡上の点Ｕｓ及びＵｅの変位を計測している

ときの光学式レーザ変位計の端面から点Ｕｓ及びＵｅま

での距離は、３０ｍｍ－３ｍｍ及び３０ｍｍ＋３ｍｍと

なる。

【００４２】因みに、変位量の計測装置は、接触式及び

非接触式に大別されるが、計測対象がこれに外力を加え

てはいけないものである場合や、計測対象に対する接触

が困難な場合は、非接触式の計測装置を使用することに

なる。非接触式の変位量測定装置には、計測対象の材質

や測定条件等に応じた、高周波磁界、静電気、超音波、

レーザ光を利用した変位計測装置がある。

【００４３】そして、落下式衝撃試験装置に用いられる

変位計測装置として利用できるものは、計測対象が各種

試験によって一定でないため、供試体で使用されること

が予想される全ての材質や色彩に制限等がなく、測定性

能についても、ピンポイント部分の検出が可能で、高精

度、高速応答性等の各種条件を満足する変位計測装置と

して、上述の光学式レーザ変位計が選択された。

【００４４】次に、図６を参照して、本発明の実施の形

態の具体例の変位量計測と、従来の変位量計測を比較し

て説明する。両計測共、重錘が初期速度１０ｍ／sec で

供試体に接触を開始し、重錘が供試体に衝撃荷重を与え

て供試体を変形又は破壊させることによって、重錘の運

動エネルギーが供試体によって吸収され、重錘の８０ｍ

ｍの落下で停止した場合を考える。従来例で使用された

光学式レーザ光変位計の重錘の移動量の測定範囲が２０

０ｍｍ、応答速度は０．９ｋＨｚである。これに対し、

具体例で使用された光学式レーザ光変位計の傾斜ジグの

傾斜面の移動量の測定範囲が６ｍｍ、応答速度は５０ｋ

Ｈｚである。従来例及び具体例のメモリ内のＡ／Ｄ変換

器のサンプリングクロックの周波数は１００ｋＨｚであ

る。

【００４５】図６の縦軸は、供試体に重錘が接触したと

きの供試体の頂面の床面からの高さを２００ｍｍとし、

その供試体が破壊又は変形した量を、重錘の落下量とし

て表した変位量を示し、従来例及び具体例（本発明）と

も同様の数値となるように開発した装置の換算係数を決

めている。図６の横軸は経過時間を１０-3sec （ｍsec)

の単位で表している。

【００４６】従来例の階段状の線は、変位計測データの

検出間隔が各段の左端部分であり、その後、１１２点目

に１段下がった左端部分の値を検出するまで、前回のデ

ータを継続して出力しているため、メモリのサンプリン

グ速度（１００ｋＨｚ）によって、あたかも同一の変位

量であるように記録される。

【００４７】具体例（本発明）の曲線も実際には階段状

になっているが、２点毎に新しい段の階段状となってい

る。

【００４８】図７は、具体例（本発明）で用いられる光

学式レーザ変位計の実際の検出変位量と、その検出出力

電圧値を示している。縦軸は検出出力電圧（Ｖ）で、変

位計の定格測定量（±３ｍｍ）に対して、±５Ｖであ

る。横軸は実際の変位量を（ｍｍ）を示す。破線は、傾

斜ジグの傾斜面Ｕをｘ方向に測定した場合の検出量に対

する検出出力（±５Ｖ／±３ｍｍ）である。太い実線

は、破線で計測されたデータを演算処理部（コンピュー

タ）７によって、±１００ｍｍ／±５Ｖに換算した重錘

の移動量とした場合の説明用の線である。

【００４９】従来の変位量計測装置と具体例の移動量測

定装置を比較する。具体例の重錘の落下速度に対する検

出間隔は、１０ｍ／５００００ｓ-1＝０．０００２ｍ／

ｓとなり、従来例では１１．１ｍｍ／ｓの間隔に１点の

検出であったものが、具体例では０．２ｍｍ／ｓと高精

度の検出間隔に改良された。又、メモリ６に記憶される

データは、１００ｋＨｚ／５０ｋＨｚ＝２となり、２点

間に新たな検出データが更新される。この間隔でデータ

を取得できれば、検出できなかったその中間の１点のデ

ータを補間して使用しても、精度低下は殆ど問題にはな

らない。

【００５０】又、傾斜ジグによる変位計の定格出力に対

する実質の変位量への演算による誤差の最大値は２００

ｍｍ／６ｍｍ＝３３．３倍となり、検出分解能が０．０

００５ｍｍと頗る高精度であるため、０．０００５×３

３．３＝０．０１６６ｍｍとなり、重錘の移動量２００

ｍｍに対する精度に影響を与えない。このため、従来は

計測不能であった、重錘や移動体の広い範囲の移動量

を、高速応答性を持つ光学式レーザ変位計と、傾斜ジグ

と、高速度のメモリの組み合わせにより、測定可能とな

った。更に、傾斜ジグの長さと傾斜角度とを変更すれば

（但し、図２のｈの寸法は最大６ｍｍとする）、更に広

い移動量の測定が可能となる。
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【００５１】冒頭に述べたように、落下式衝撃試験装置

では、床面上の供試体に落下する重錘によって衝撃が加

えられるか、又は、重錘に取付けられ、重錘と共に落下

して床面に衝突して衝撃を受けた供試体の変形量に応じ

た衝撃エネルギーの算出が主たる目的である。そこで、

重錘が自由落下し、床面上の供試体に接触を開始し、そ

の重錘の衝撃負荷によって、供試体が重錘の衝撃エネル

ギーを吸収して変形し、遂には、重錘が落下を停止する

までの間における、重錘の所定時間毎の落下量、即ち、

変位量と、重錘の加速度（又は供試体に負荷された荷

重）とを計測し、その積和をコンピュータ７で演算する

ことにより、上述の衝撃エネルギーを算出することがで

きる。その算出結果は、表示装置８やプリンタ９に表示

される。尚、重錘の加速度や供試体に負荷された荷重の

計測については、以下の他の計測の説明の中で行う。重

錘の所定時間毎の落下量、即ち、変位量と、重錘の加速

度（又は供試体に負荷された荷重）とが高計測分解能で

計測できれば、衝撃エネルギーの高精度な値を算出する

ことができる。因みに、従来は、重錘の加速度や供試体

に負荷される荷重の計測は、高計測分解能な計測が可能

であったが、重錘の所定時間毎の変位量を高計測分解能

を以て計測することが困難であった。しかし、本発明の

変位量計測装置によって、所定時間毎の変位量を高計測

分解能で計測することが可能になったのである。

【００５２】次に、図１の変位量計測装置における、重

錘が供試体を衝撃して供試体が変形するまでに、所定時

間毎の重錘の移動量（変位量）の計測を行うと同時に計

測を行って、その計測出力をメモリに記憶するその他の

計測器による計測及びその計測器による計測の計測出力

によって、重錘が落下して供試体に接触を開始する時点

の検出について説明する。

【００５３】先ず、荷重計について説明する。荷重計

は、物体の重さや加えられる力を計測するもので、単に

物体の静的重量を計測するのではなく、設置した計測箇

所の指定方向成分を時間履歴と共に計測する計測器であ

る。この荷重計として一般的なものに、ロードセルがあ

る。このロードセルの原理は、荷重に対して内蔵した受

感部が曲げ、圧縮などで変形する量を歪みゲージで検出

して、荷重に対する規定電圧値として出力するもので、

歪み検出用の計測器を用いることができる。

【００５４】かかるロードセルの設置場所は、供試体の

形状、寸法、計測目的に応じて異なるが、例えば、供試

体を床面上に設置する場合は、供試体と床面との間に挿

入して、供試体に重錘が接触を開始し、供試体が変形し

て重錘の落下が停止するまで、荷重を計測する。又、重

錘に供試体が取付けられている場合は、床面上の供試体

が着地する部分にロードセルを設置する。いずれの場合

も、垂直下方向の力を正の方向として荷重を検出する。

そして、荷重が増加し始めた時点を、重錘が落下して床

面上の供試体に接触を開始した時点又は重錘に取付けら

れた供試体が床面に接触を開始した時点として検出する

ことが出来る。

【００５５】次に、歪み計測について説明する。歪み

は、供試体の指定部分の応力を計測し、供試体全体の変

形に関する応力分布、振動、強度を評価する。歪みの計

測には、例えば、歪み受感部の長さが１ｍｍの歪みゲー

ジを用いる。歪みゲージの原理は、金属抵抗素子を被計

測物の表面に接着し、その金属抵抗素子が伸びると抵抗

値が増加し、圧縮すれば抵抗値が減少することを利用し

て、その金属抵抗素子を、抵抗からなるホイートストン

ブリッジ回路の２辺に挿入する。この場合、ブリッジ回

路の一方の対角２点間に規定電圧を印加し、他方の対角

２点間に電圧が発生する。４辺の抵抗が同じ抵抗値を有

する場合は、その他方の対角２点間の電圧は０Ｖにな

り、ブリッジ回路に組み込んだ歪みゲージの抵抗値が変

化した場合、対角２点間に電圧が発生し、その電圧は、

歪みゲージの抵抗値の増加、減少に応じて、正負の電圧

が発生する。専用シグナルコンディショナで正負の電圧

値を計測すれば、被計測物の圧縮、伸長の値を歪み量し

て検出することができる。そこで、この供試体に取り付

けた歪みゲージによって、歪みが増加し始めた時点を、

重錘が落下して床面上の供試体に接触を開始した時点又

は重錘に取付けられた供試体が床面に接触を開始した時

点として検出することが出来る。

【００５６】次に、加速度の計測について説明する。加

速度の計測場所は、重錘又は供試体の１０数箇所であ

る。加速度計測の機種は色々あるが、センサの検出範囲

が数Ｇから１０００Ｇ程度までで、衝撃耐久感度が１０

０００Ｇ以上のものが使用される。又、重錘又は供試体

への取付け付加荷重の影響を最小にするために、センサ

は小型、軽重量のもの必要で、高速応答性（１００ｋＨ

ｚ以上）も要求される。これらの条件を満足する加速度

計としては、ピエゾ型電荷素子が好適である。このピエ

ゾ電荷素子の原理は、ピエゾ型電荷素子に可動質量を接

着し、付加した加速度に応じて振動する可動質量が、接

着したピエゾ型電荷素子を圧縮又は引っ張ったときに発

生する電荷量を規定Ｇに対応した電圧に変換する専用シ

グナルコンディショナで計測する。そして、重錘又は供

試体に取付けられたピエゾ型電荷素子によって、加速度

の最初の大きな変化時点を、重錘が落下して床面上の供

試体に接触を開始した時点又は重錘に取付けられた供試

体が床面に接触を開始した時点として検出する。

【００５７】次に、変位計測について説明する。この場

合は、供試体の変形量とその速度履歴を同時に検出する

必要がある。供試体の変形は複雑であり、全体を指定し

て計測することができない。１つの方法として、高速度

デジタルカメラによる連続記録から、指定点の移動を追

尾することができる。しかし、このデータ精度は、画素

サイズによって規制され、最高画質のもので２５６×２

５６点である。言い換えれば、画面の最上部に記録され
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た点が最下部まで変形しても１／２５６の分解能であ

る。そして、供試体の垂直下方向の変形を計測する。変

位量及び加速度又は荷重の関係から負荷エネルギーが得

られる。又、変位量は、応力、歪み、加速度等の表示、

評価に用いる基本的な重要データである。床面上又は重

錘と一体化された供試体に取付けられた変位計による垂

直下方向の変位の変化点から、重錘が落下して床面上の

供試体に接触を開始した時点又は重錘に取付けられた供

試体が床面に接触を開始した時点として検出する。

【００５８】荷重、歪み、加速度及び変位の計測の際、

重錘が落下して床面上の供試体に接触を開始した時点又

は重錘に取付けられた供試体が床面に接触を開始した時

点では、接触の瞬間より急激に変化する最大値が検出さ

れるので、荷重、歪み、加速度及び変位の測定のいずれ

も採用することができるが、信号伝搬の時間的な問題が

発生するので、初期接触が起こる近傍の信号を基準信号

として選択している。

【００５９】落下式衝撃試験は、瞬時に（長くても数秒

以内）に終了するのが一般的であり、荷重、歪み、加速

度又は変位の計測は重錘の落下と同時に行われる。荷

重、歪み、加速度の計測器は、それぞれ専用のシグナル

コンディショナ等を用いるので、計測出力はアナログ電

圧となる。

【００６０】計測器の機種の選定は、応答速度、検出

量、分解能、センサ重量、検出点の寸法、被計測物との

適合性、記録時間のなどを考慮して、供試体の衝撃応答

を最適に検出できること等を考慮して決定する。又、荷

重、歪み、加速度及び変位の計測を併用して、重錘が落

下して床面上の供試体に接触を開始した時点又は重錘に

取付けられた供試体が床面に接触を開始した時点を検出

する場合は、全てのデータ間に時間的なずれが生じさせ

ないように、扱い易く統合性のあるシステムにまとめる

必要がある。

【００６１】

【発明の効果】第１の本発明によれば、移動体と、その

移動体に取付けられ、その移動体の移動方向に対し所定

の傾きを有する傾斜面を備えた傾斜ジグと、その傾斜ジ

グの移動に伴う傾斜面との間の距離を所定時間毎に計測

する光学式レーザ変位計と、移動体のある点から他の点

への移動に伴って、光学式レーザ変位計によって計測さ

れた、所定時間毎の傾斜面との間の各隣接する距離の差

分を算出し、その各差分に、傾斜面の所定の傾きに応じ

た比例係数を掛けて、移動体の所定時間毎の変位量を算

出する演算手段とを有するので、移動体の移動量の計測

可能変位範囲が広く、しかも移動体の所定時間毎の変位

量の計測分解能の高い変位量計測装置を得ることができ

る。

【００６２】第２の本発明によれば、自由落下の可能な

重錘と、床面上に位置する（又は重錘に取付けられた）

供試体と、重錘に取付けられ、その重錘の落下方向に対

し所定の傾きを有する傾斜面を備える傾斜ジグと、その

傾斜ジグの移動に伴う傾斜面との間の距離を所定時間毎

に計測する光学式レーザ変位計と、重錘のある点から他

の点への移動に伴って、光学式レーザ変位計によって計

測された、所定時間毎の傾斜面との間の各隣接する距離

の差分を算出し、その各差分に、傾斜面の所定の傾きに

応じた比例係数を掛けて、重錘の所定時間毎の変位量を

算出する演算手段とを有するので、重錘の移動量の計測

可能範囲が広く、しかも重錘の所定時間毎の変位量の計

測分解能の高い落下式衝撃試験装置の変位量計測装置を

得ることができる。

【００６３】第３の本発明によれば、移動体と、その移

動体に取付けられ、その移動体の移動方向に対し所定の

傾きを有する傾斜面及び移動体の移動方向と平行な平面

を備える傾斜ジグと、その傾斜ジグの移動に伴う傾斜面

との間の距離を所定時間毎に計測する第１の光学式レー

ザ変位計と、傾斜ジグの移動に伴う平面との間の距離を

所定時間毎に計測する第２の光学式レーザ変位計と、移

動体のある点から他の点への移動に伴って、第２の光学

式レーザ変位計によって計測された、所定時間毎の平面

との間の各距離と、その各距離にそれぞれ対応する、第

１の光学式レーザ変位計によって計測された、所定時間

毎の傾斜面との間の各距離との間の差を算出し、その各

差の隣接するもの同士の差分を算出し、その各差分に、

傾斜面の所定の傾きに応じた比例係数を掛けて、移動体

の所定時間毎の変位量を算出する演算手段とを有するの

で、移動体の移動量の計測可能変位範囲が広く、しかも

移動体の所定時間毎の変位量の計測分解能が高く、しか

も、移動体の第１の光学式レーザ変位計との間の距離の

方向のガタによる、移動体の所定時間毎の変位量の誤差

を補正して、移動体の所定時間毎の変位量を高精度に計

測することのできる変位量計測装置を得ることができ

る。

【００６４】第４の本発明によれば、自由落下の可能な

重錘と、床面上に位置する（又は重錘に取付けられた）

供試体と、重錘に取付けられ、その重錘の落下方向に対

し所定の傾きを有する傾斜面及び重錘の移動方向と平行

な平面を備える傾斜ジグと、その傾斜ジグの移動に伴う

傾斜面との間の距離を所定時間毎に計測する第１の光学

式レーザ変位計と、傾斜ジグの移動に伴う平面との間の

距離を所定時間毎に計測する第２の光学式レーザ変位計

と、重錘のある点から他の点への移動に伴って、第２の

光学式レーザ変位計によって計測された、所定時間毎の

平面との間の各距離と、その各距離とそれぞれ対応す

る、第１の光学式レーザ変位計によって計測された、所

定時間毎の傾斜面との間の各距離との間の差を算出し、

その各差の隣接するもの同士の差分を算出し、その各差

分に、傾斜面の所定の傾きに応じた比例係数を掛けて、

重錘の所定時間毎の変位量を算出する演算手段とを有す

るので、重錘の移動量の計測可能変位範囲が広く、しか
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も重錘の所定時間毎の変位量の計測分解能が高く、しか

も、重錘体の第１の光学式レーザ変位計との間の距離の

方向のガタによる、重錘の所定時間毎の変位量の誤差を

補正して、重錘の所定時間毎の変位量を高精度に計測す

ることのできる落下式衝撃試験装置の変位量計測装置を

得ることができる。

【図面の簡単な説明】

【図１】本発明の実施の形態の具体例の落下式衝撃試験

装置の変位量計測装置の回路構成を示すブロック線図で

ある。

【図２】図１の具体例の変位量計測装置に用いられる傾

斜ジグの一例を示す斜視図である。

【図３】図２の傾斜ジグのブロックＢＬｕの縦断面形状

及びその変形例を示す断面図である。

【図４】図１の具体例の変位量計測装置に用いられる光

学式レーザ変位計の一例を示す略線図である。

【図５】図１の具体例の落下式衝撃試験装置の変位量計

測装置の機械的構成部分及びその動作説明を示す配置図

である。

【図６】本発明と従来例による変位計測の一例を示す特

性図である。

【図７】変位計の定格出力に対する本発明による実質の

変位量を示す特性図である。

【図８】落下式衝撃試験装置における従来の変位量計測

装置を示す配置図である。

【図９】従来の変位量計測装置を示すブロック線図であ

る。

【符号の説明】

１  傾斜ジグ、Ｕ  傾斜ジグの傾斜面、Ｖ  傾斜ジグの

垂直面、２、３  光学式レーザ変位計、４、５  変位量

／信号電圧変換器（コントローラ）、６  メモリ、７  

コンピュータ、８  表示装置、９  プリンタ。

【図２】 【図４】

【図７】
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【図１】
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【図３】

【図５】
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【図６】

【図８】
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【図９】
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